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る夫婦の離婚数が顕著に減少していることが
影響している。
　表 1 に示すように、シングルペアレント世帯
のうち、母子世帯の 3 割、父子世帯の 5 割以
上が「他の世帯員」と同居している。ここで
の「他の世帯員」とは、おもに祖父母や母（父）
親のきょうだいなどの親族が占めているとみ
られるが、親族との同居が少なからぬ割合で
存在することは、欧米諸国と比較した場合の
日本の特徴となっている。シングルペアレント
の配偶関係をみると、離別が母子世帯の約 8
割、父子世帯の 7 割強と大半を占めるが、そ
れ以外では母子世帯では未婚が多いのに対
し、父子世帯では死別の占める割合が大きく
なっている 2。
　よく知られたことではあるが、日本のシン
グルペアレントの就業率は高く、母子世帯では
85％、父子世帯では 91％に達する 3。OECD 
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　子供の貧困が社会問題となる中で、貧困率
がとくに高いシングルペアレント世帯が注目さ
れている。本稿では日本のシングルペアレント
世帯の現状を把握するとともに、貧困の背景
を探り、貧困の連鎖を断ち切る施策のあり方
を展望する。

1. 日本のシングルペアレント世帯の現状
　日本のシングルペアレント世帯は、2015 年
時点で 124 万世帯あり、うち 106 万世帯が母
子世帯、18 万世帯が父子世帯である（いず
れも他の世帯員と同居のケースを含む 1（表
１）。シングルペアレント世帯に属する子供数
は 189 万人（同）おり、これは 20 歳未満の未
婚人口の 8.7％に相当する。シングルペアレン
ト世帯数は、1990 年代以降増加傾向にあっ
たが、2010 年頃を境として減少に転じてい
る。これは少子化の進行に加えて、子供のい
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表１　シングルペアレント世帯の現状

（注）＊は労働力状態不詳を除いたベース。
（資料）総務省「国勢調査」2017 年
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（経済協力開発機構）の Family Database を
見ると15 歳未満児のいる母子世帯の母（15
〜 64 歳）の就業率は英・米・独・仏のいず
れの国も60％台であり、国際的にみても日本
は突出して高いことが分かる。
　それにもかかわらず、シングルペアレント世
帯の収入は低い。たとえば可処分所得を世帯
人員数で調整した等価可処分所得でみると、
母子世帯は 137 .5 万円（2015 年）となってお
り、「児童のいる世帯」全体（同 279 .2 万円）
の 5 割に満たない 4。子供がいる現役世帯 5 の
うち「大人が一人の世帯」の貧困率は 50.8％
とされているので、シングルペアレント世帯の
5 割程度は貧困にあると推測される。

2. ワーキングプアに陥る理由
　このように、日本のシングルペアレント世帯
は典型的なワーキングプアの状態にあるが、
その背景には 3 つの要因を指摘することがで
きる。
　第 1 は、長期雇用を前提とする日本的雇用
慣行である。バブル崩壊後、日本的雇用慣行
が「崩壊」したという見方も一部には出たが、
現実には正規雇用者のシェアは安定的に推移
しており、年功的な賃金体系も維持されてき
た（神林 2017）。企業内訓練を重視する日本
的雇用慣行のもとでは、正社員として就職す
る機会は学卒時にほぼ限定されるため、出産・
子育てに伴う就業中断が多い女性にとって、
正社員としての再就職機会を得ることは容易
ではない。実際に、母子世帯の母の 4 割以上
は派遣社員やパート・アルバイトなどの非正

規雇用者として働いている（総務省「国勢調
査」2017 年）。
　さらに、長期雇用のもとでは、企業は不況
期に雇用保蔵をすることを前提として正社員
数を絞りがちとなるため、これが慢性的な長
時間労働を招き、ワーク・ライフ・バランスの
実現を阻む要因となっている。この点につい
て周（2014）は、母子世帯の母が、正社員と
しての就業を希望しながらも非正規雇用を選
択する理由の一つに育児制約があると指摘し
ている。
　第 2 は、労働市場におけるジェンダー・ 
ギャップである。一般労働者の所定内給与で
みた男女間賃金格差は 2017 年で 73.3（男
性＝100）であり、縮小傾向にあるとはいえ
OECD 諸国の中では韓国に次いでギャップが
大きい。さらに、時間あたり賃金で比較する
と、女性短時間労働者の賃金は男性一般労働
者の半分程度にとどまる。このためシングル
ペアレントの大部分を占める母子世帯の母は、
正規・非正規間の賃金格差と男女間賃金格差
という、2 つの賃金格差から低収入に陥りが
ちである。
　付言すると、シングルペアレントが低収入な
のは労働時間が短いためではない。母子世帯
の母の年間労働時間は、正社員では大多数が
2000 時間を超えており、パート・アルバイト
の場合も 2000 時間にピークをもつ分布とな
っている（図1）。有配偶の母（二親世帯の母）
がパート・アルバイトで働く場合に、年間
1000 時間前後にピークをもつ分布であるの
とは顕著に異なっている（大石 2018）。

図１　母子世帯と二親世帯の母親の年間労働時間分布

（出典）大石（2018）
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　第 3 は、男性稼得者モデルを前提とする税・
社会保障制度である。二親世帯の母がパート
やアルバイトで働く場合、所得が一定額以下
であればその夫には所得税の配偶者控除や
配偶者特別控除が適用されることに加えて、
本人は健康保険や公的年金の被扶養配偶者
にとどまることができるので世帯として追加
的な税・社会保険料負担は生じない。これに
対してシングルペアレントは、就業状態に関わ
りなく単身者と同様に何らかの社会保険に加
入して保険料を納付しなければならず、これ
が世帯の可処分所得を圧迫する要因となる。
厚生労働省の調査では、シングルペアレント世
帯の母の 16.1％、父の 13.8％が公的年金に

「加入していない」と回答しており、保険料
負担を回避するためにセーフティーネットか
ら脱落している状況がうかがわれる 6。

3. 養育費を巡る問題
　シングルペアレント世帯が貧困に陥るもう一
つの重要な要因として、養育費の問題がある。
離別母子世帯のうち、離婚した父親から養育
費を受け取っている世帯は 19.7％（2011 年）
に過ぎず、先進諸国の中でも非常に低い水準
にある。各国のクロスセクション・データでみ
ても、養育費受給率と貧困率の間には明確に
負の相関が観察される（大石　2018）。
　このように養育費の確保が進まないのは、
離別母子世帯のうち 37.7％しか離婚時に養
育費の取り決めをしていないことに加えて、
取り決めをした場合でも確実な徴収を保障す
る体制が未整備であることが影響している。
国際的にみると、未成人子がいる夫婦が離婚
する際に裁判をせずに協議離婚ができる日本
はかなり特殊である。現在は離婚届に養育費
について記入する項目が設けられているもの
の、記入がなくても離婚届は受理される。ま
た、子供の親権と引き換えに養育費を諦める
母親も多いといわれている。欧米では養育費
の支払いが滞った際には公的機関が代わりに
給付したり、強制執行したり各種ペナルティ
を課すなどの介入が行われるが、日本では母
親自身が働きかけない限り、滞納分の確保は
難しい。

　養育費の水準についても、現行の簡易算定
方式に基づく算定額はしばしば生活保護基準
を下回り、低すぎるという批判が日本弁護士
連合会から出されている。このため、最高裁
の司法研修所では見直しに向けた研究がスタ
ートした 7。

4.  シングルペアレント世帯における貧困の
連鎖をどう断ち切るか

　幼少期の環境がその後の人生に少なから
ぬ影響を与えるとする研究は、海外では多数
蓄 積 さ れ て い る。 た と え ば Currie and 
Almond（2011）の広範なサーベイでは、母親
の妊娠中を含む就学前期の状況がその後の
健康、メンタルヘルス、問題行動、学力等に
影響することが示されている。何らかの政策
介入がなされない場合、幼少期の不利が累積
的に成人後の所得や健康に影響し、世代間で
格差が固定 化する可能性がある。Corak

（2013）によると、先進諸国の中で日本は所
得格差が大きいだけでなく、世代間格差の固
定度も高いグループに属している。日本のシ
ングルペアレント世帯の貧困率はとくに高いこ
とから、子供への貧困の連鎖が懸念される。
実際に、シングルペアレント世帯の子供の大学
進学率は 23.9％と顕著に低い 8。
　ただし、進学率をはじめとしてシングルペ
アレント世帯の子供のアウトカムが二親世帯の
子供に劣るとしても、それが家族形態と経済
状態のいずれに由来するのかは区別が必要で
ある。たとえば筆者が母親評価による子供の
成績を分析した際には、単純集計では母子世
帯の子供のほうが二親世帯の子供よりも成績
が不良の傾向にあったが、世帯所得の影響を
除去すると両者の成績差は統計的に有意では
なくなった（大石 2017）。つまり経済状態が同
じであれば、ひとり親であるかどうかは子供
のアウトカムに影響しないことを示唆する 9。
　今後進めるべき重点施策としては、以下の
3 つが挙げられる。第 1 は、児童扶養手当な
どの現金給付の拡充である。子供数に応じた
児童扶養手当の増額は 2 人目で 5000 円、3
人目で 3000 円に過ぎず、追加的な子育てコ
ストを補償できていない。現金給付は就労意
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欲を阻害するという批判が根強くあるもの
の、年間 2000 時間を超える労働時間を減ら
すことで子供と過ごす時間が増えれば、子供
の資質向上とウェルビーイング改善につなが
る。また、現金給付は親のストレスレベルを
低下させるので子供にも好影響が及ぶという
研究もある。
　第 2 は、養育費の簡易算定方式を見直すと
ともに、養育費相談支援センターよりも徴収
権限の強い機関を設立することである。時間
的・経済的に切迫した状況にあるシングルペ
アレントが養育費支払い不履行等に個人で対
応することは難しい。養育費を受け取ること
は子供の権利であることを念頭に、組織的な
取り組みが必要である。
　第 3 は、現物給付の拡充である。Currie 
and Almond （2011） によると、低所得層を
対象とする良質な保育サービスや住宅の提
供、食料バウチャー（フードスタンプ）などの
現物給付は、子供のアウトカムを改善する。
日本の保育所が低学歴の母親を持つ子供の
行動や言語能力を改善させると指摘する研究
もある。
　シングルペアレント世帯の問題は、とかく家
族観との関連で議論されがちである。しかし
まず、子供の「育つ権利」を保障するという
次世代育成の視点から取り組むことが求めら
れている。
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 1  国勢調査における母（父）子世帯は、「未婚、死別又
は離別の女（男）と、その未婚の20歳未満の子供の
みから成る一般世帯」と定義され、これに「他の世
帯員（20歳以上の子供を除く）」が加わった場合も別
掲されている。

 2   厚生労働省「全国母子世帯等調査」（平成23年）では、
母子世帯になった理由として「離別」80.8％、「死別」
7.5％、「未婚」7.8％、「遺棄」・「行方不明」・「その他」
の合計が3.9％となっており、「国勢調査」とは「未婚」
の割合に大きな差が生じている。この理由としては、
①調査年が異なる、②「全国母子世帯等調査」は東
日本大震災のため東北3県を調査対象から除外して
いる、③「国勢調査」では定義上、母（父）子世帯
の親の配偶関係を未婚・死別・離別の3ケースに限
定しているのに対して「全国ひとり親世帯等調査」
では限定していない、④「全国母子世帯等調査」は
標本調査であるが「国勢調査」は悉皆調査である、
などが考えられる。

 ３  労働力状態が「不詳」の者を除いて算出している。
 4  厚生労働省「国民生活基礎調査」（平成28年）による

2015年の所得である。なお、同調査の「母子世帯」、「父
子世帯」は他の世帯員との同居世帯を含まず、母（父）
は65歳未満に限定される。また、「児童」は18歳未満
の未婚者とされており、「国勢調査」と定義が異なる
点に注意が必要である。

 5  子供のいる世帯で世帯主が18歳以上65歳未満の世帯
を指す。

 6  厚生労働省「平成23年全国母子世帯等実態調査」に
よる。

 7  読売新聞（2018年5月8日付）の報道による。
 8  厚生労働省資料「ひとり親世帯の状況について」（平

成27年4月20日）
    http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-

11900000-Koyoukintoujidoukateikyoku/0000083324.
pdfによる（2018年5月14日閲覧）。

 9  反対に父親不在が子供の行動に影響するとした分析に
Lundberg （2017）がある。
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